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公的供給と非効率性
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経済・財政一体改革」の取組：
「経済財政運営と改革の基本方針2015」より
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出所：経済財政諮問会議「経済財政一体改革推進委員会」



参考：小さな政府≠効率的な政府
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公的供給の非効率性

 公共財・私的財を公共部門で生産することに伴う非効率性

 生産の非効率性≠費用最最小化

―「営利」を追求しない⇔費用最小化は利潤最大化の「必要条件」

－競争原理が働かない⇒共助・協働の理念は効率化を意味しない

－公共部門は（原則）破綻しない

 消費の非効率性

－消費者のニーズに即した提供がなされない。
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「ゴスプラン」方式の限界

 政府（公共部門）内の従来の予算（資源）配分

－政府（官庁）が政策的意図（例：僻地医療の拡充、均衡ある国土の発展）の下に「計
画」

 中央優越主義＝”Father Knows Everything” 
⇒国が予算配分の効果の詳細を予め知ることは不可能＝情報の「非対称性」・「不完全性」

 集権から分権へ

 計画から競争へ

 統制から誘因づけへ

 事前規制（許認可）から事後評価

 一皮剥けば・・ ⇒ゴスプラン的思考の社会保障改革や地方創生
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効率性あれこれ

効率性 含意

生産サイドの効率性

＝生産効率性

技術的効率性

配分効率性＝費用最小化

生産と消費の効率性 限界便益＝限界費用

消費サイドの効率性

交換効率性≠配給・割当
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図１：生産非効率性 
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図１：生産非効率性
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図表1：

0

インプット
（例：労働）

アウトプット

Ａ Ｃ

Ｂ

Ｄ

Ｅ

アウトプット
でみた非効率

インプット
でみた非効率



出所：「地方公営企業の効率性に関する研究」（関西経済研究所、2011年5月）

注1：サンプルは全国1,316水道事業者
注2：生産技術は規模に関して収穫が変動する（収穫が逓減したり逓増したりする）ことを認めるVRS
(Variable Return to Scale) を想定

水道事業者
の効率性



公的供給と市場原理
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公共と民間の二分論

目的 各人の行動原
理

他の主体との
関係

民間部門 営利＝利潤 自己利益の追
求＝利潤最大
化行動

競争関係
（弱肉強食）

公共部門 非営利⇒社会
厚生（公益）？

公益の追求 連帯・共助
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通念（？）と実際

 公共部門は非営利＝公共の利益を追求

⇒営利を追求しないことは公共の利益を追求することは意味しない

⇒余剰金は社会に還元されるのではなく理事長室の「分厚い絨毯」に消
えるかもしれない

 公共部門に競争原理は馴染まない・競争原理の導入＝民営化（アメリカ
化）

⇒公共部門内でも補助金や予算を巡る「競争」原理はある（パイの奪い合
い＝「悪い競争」）

⇒民間委託・PFI・市場化テストなど公共施設の建設・運営、政策の執行
に民間のノウハウと競争を取り入れる試みは欧州諸国（福祉国家）でもある
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公共部門の効率化

 公的供給≠公的生産

例：公的医療・介護制度は民間（営利を含む）事業者によるサービ
ス提供を排除しない。

 官と民の役割分担

－政策立案（グランドデザイン）主体としての公共部門と執行主体
としての民間部門（NPM)

 政策手段としての市場原理の活用

 政策評価＝公共サービスの質への評価と事後的規制

 公共部門からの執行部門の切り離し（人員・施設の所有から契約
へ）⇒柔軟な行財政運営が可能 14



参考：異文化交流？

お金の使い方 評価の視点 結果責任
（？）

公共 予算は年度内に
消化（使い切る）

手続き重視・
「自己評価」

取らない

（純然た
る）民間

経費は節約＝
利益を出す

成果重視・
市場（外部）が評価

取らされる

民間の公共部門への算入・公共部門の人材
の民間での活用（相互交流）を困難にする？
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政策実験と「失敗する権利」

 異なった事業主体（自治体・保険者など）が公共サービス（教
育・医療など）の質の向上、費用の適正化に向けて様々な試
みを行う

⇒ 「政策実験」（試行錯誤）が可能

 政策実験を通じて適正なサービス提供を「発見」＝ベスト・プ
ラクティス

 例：「一定の成果を挙げている保健事業（事後指導等）の取り
組みについて検証を行ったうえで、科学的根拠に基づいた効
果的な手法の管理・普及を図る」⇒検証のためのサンプルを
提供
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NEW PUBLIC MANAGEMENT とは？

 業績・成果に基づくコントロール：経営資源の使用に関する裁
量を広げる一方、業績・成果に基づくマネジメント

 市場によるコントロール：民間委託・民営化、市場化テスト等
市場メカニズムの採用

 顧客主義への転換：顧客としての住民
 組織内ヒエラヒーの簡素化

⇒
 執行部門と企画部門の分離（執行部門に市場原理）
 「規制」から「契約」へ（民間委託・ＰＦＩ，市場化テスト等）
 事前的規制（許認可）から事後的規制（モニタリング）へ
 「手続き」から「成果」に基づく予算運営へ
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公的生産の範囲

公的供給 生産・資産の保有

国防・学校 設備＝民間生産・公的保有

人員＝公的雇用

医療 民間病院 設備＝民間生産・民間保有

公共部門と契約
住宅 賃貸借り上げ

公共施設（ＰＦＩ） 施設＝民間生産・民間運営

施設＝公的保有
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新しい公共経営

 「閉鎖系」から「開放系」へ⇒公共と民間の区分を開放（＝文化の統一）

 「限界」のコントロールから「最低水準」（ナショナル・ミニマム）の担保へ

⇒

 国・官の役割
＝重要な公共サービス（例：医療、介護、義務教育）の成果（＝質）で測った最低

水準の確保

 地方・民間の役割
＝住民のニーズの発見とそれに即したサービス供給（柔軟性・効率性） 19



政策の3段階

政策 従来型 新しい公共経営

企画＝デザイン 公共（国） 公共（グランド・デザイン）

財源確保＝ファイナン
ス

公共（国） 民間も可（PFI)

執行＝運営

（施設の保有・人員の雇
用）

公共（国の出先機
関・地方）

民間（委託等）
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NPMの基本的
アイディア

出所：大住（フィナンシャル
レビュー2005年5月号）
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民間活用あれこれ

執行段階における民
間活用の形態

特徴

指定管理者制度
公共施設（病院等を含む）の管理・運営を民
間事業者に委託
委託先は競争入札で決定

市場化テスト 政策執行の契約を公共（従来の事業主体）と
民間（新規参入主体）で競争
例：社会保険料の徴収

保育施設運営

ＰＦＩ 施設・事業の建設・資金調達、管理・運営を一
括的に民間事業者に委託
例：公共施設（官庁等）

公立病院・学校 22



民間委託はうまくいかない？

 民間委託に加えて、「補足的改革」が必要⇒事後的モニタ
リング（成果評価）

民間委託

事後的

モニタリング

なし あり

なし

現状

質の低下・高コスト？

あり サービスの質の向
上・効率化 23



ＰＦＩ（PRIVATE FINANCE INITIATIVE) 
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もう一つの高齢化」への対応
 新たな歳出拡大の

リスク＝老朽化する
公共施設の管理維
持・更新⇒危機＝
財政負担を機会＝
収益部門に転換

 社会資本の高齢化 平成27年度地方財政対策

社会資本の維持管理・更新投資コスト（推計）

平成25年12月 社会資本整備審議会・交通政策審議会

財政健全化に向けた基本的考え方
（平成26年5月30日 財政制度等審議
会）
「厳しさを増す財政事情の下、社会資
本の整備水準の向上や今後の急速な
人口減少を踏まえれば、今後の社会
資本整備に際しては、一層の重点化
を図るとともに、計画的かつ効率的に
進める必要がある」 25
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PFIの基本的な仕組み

ＰＦＩ＝設計、建設、維持管理、運営の全ての業務を長期一括契約

⇔既存の公共事業＝設計、建設、維持管理、運営等各業務を分割、
年度ごとに発注⇒「画一的」・「五月雨的」な着工

出所：http://www8.cao.go.jp/pfi/tebiki/kiso/index.html
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出所：ＰＦＩ推進委員会資料
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サービス購入型

 契約としての公費の支払≠ 赤字補てん

 性能（例：救急診療の有無、入院キャパの確保）に基づいて予め支払額を決定

30



収益性と公共性：公的サービスの産業化

 公共施設に収益事業を抱き合わせ⇒公共性を持続させるための収益性の
確保
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出所：ＰＦＩ推進委員会資料

収益性と公共性は矛盾しない
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33
公共施設の運営を通常のビジネス経営・財務戦略に近づける
 施設に「擬似的」所有権を設定
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要するに・・・

 費用最小化の前提条件

＝所定のアウトプットに対してあらゆる（可変）生産要素を選択可能⇒一括契
約で実現！

 仕様契約（事業の詳細を規制）から性能契約（成果の水準を契約）へ

 事前規制から事後規制

 結果（成果）を評価

 行政の機能＝委託事業者の契約の履行を監視
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 サービス購入型 公共セクターからの支
払い

道路・官庁施設な
ど

 独立採算型 料金収入で運営 公共施設



ＶＦＭ＝費用の軽減

36



ＶＦＭの試算
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ＰＦＩの現状
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出所：ＰＦＩ推進委員会資料



出所：ＰＦＩ推進委員会資料
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出所：ＰＦＩ推進委員会資料
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出所：ＰＦＩ推進委員会資料
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47出所：経済財政一体改革推進委員会



PFIはうまくいかない？

 PFIの失敗事例もあり：

－タラソ福岡（代表企業：大木建設、他19 社が出資）

－高知医療センター整備運営事業

－ひびきコンテナターミナルＰＦＩ事業（北九州市）

－名古屋港イタリア村

⇒ PFIは「万能薬」ではない

 PFIだから失敗が「露呈」した？ ⇒従来型の公共施設であれば、税金（一般会
計）からの補てんで赤字隠しが可能＝問題の先送り

 PFIの問題か、既存の規制の問題か？ 48
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出所：財務省財政制度等審議会

失敗
概ね成功



「現実」は間違える？

 進まないPFI事業、民間委託の弊害の現在化⇒「現実」が間違える？

 現実＝周辺の現行体制

50

規制（許認可）、行政の監視能力、公務
員人事制度

現行体制 改革

旧来型公共事業

PFI等民間活用
弊害・不活発
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公会計の課題

52



政策と予算の好循環＝ＰＤＣＡサイクル
53

ＰＬＡＮ＝政策の企画・立案

 予算制度
 複数年予算
 トップダウン型予算編成

 新しい公共経営
 PFI・PPPの活用

 政策評価
 事後規制・事前評価
 費用対効果分析

反映

財源確保

ＤＯ＝執行

ＣＨＥＣＫ＝業績(結果）重視

 公会計改革
 発生主義への転換
 複式簿記の活用



コストの見える化：公的サービスのイノベーション
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企業会計と官庁会計

企業会計 官庁会計

複式簿記＝取引ごとにその原因と結
果を二面的に記録（資産と負債の関係
が明らかに）

単式簿記＝取引にかかる現金の収支
のみを記録

発生主義＝収益・費用の発生事実に
基づく記録

現金主義＝現金の収支を記録

損益計算書の作成
一会計訊かんにおける利益・損失、費
用・収益（フロー）の状況を表す財務諸
表の一つ

損益計算書を作成しない
減価償却費・引当金等、非現金情報
が把握されない

貸借対照表の作成
―ある期日における負債・資産、純資
産（ストック）を表す財務諸表

貸借対照表を作成しない
資産・負債の情報が蓄積されない
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何が問題か？

 経済的にみて正しい経営状況が把握できない

 補助金による施設の建設⇒将来の更新投資の費用の財源は？

 人員雇用⇒将来の退職金の支払いは？

 投資・雇用計画、公共料金に決定において経済合理的な根拠の欠如⇒
住民等に説明責任を果たせない

** )(),,( KrwLXrwCC δ++≡=費用関数

資本コスト

人件費

成果＝アプトプット

減価償却費共通経費

現金主義会計
では認識されない
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公会計と政策コスト

 従前の官庁会計では事務事業＝政策手段別に原価＝政策別コストを算出できな
い

 資本コスト＝事業に係る減価償却費用（施設の更新費用）は無視

⇒施設整備の費用が正しく認識されない・整備計画が作成できない

 人件費＝共通経費で、事業ごとの人件費は計上されない

 人件費（公務員給与）を削減するとしても、どの事業に影響するかが定かではない

58

出所：財務省ＨＰ



参考：公会計と財政再建

 従前の官庁会計では事務
事業＝政策手段別に原価
＝政策別コストを算出でき
ない

 資本コスト＝事業に係る減
価償却費用（施設の更新
費用）は無視

 固定資産台帳の欠如

⇒施設整備の機会費用が正
しく認識されない・整備計画
が作成できない

 人件費＝共通経費で、事
業ごとの人件費は計上され
ない

59

人件費 施設整備の見直し

マクロ 公務員人件費の削
減

更新投資・施設整備費の削
減

ミクロ どの事業に係る人
件費を優先的に削
るか？

 どの施設を廃止するか？
 整備費全般をどのように

見直すか？

 政策評価＝費用対効果の低い事業の算定

 新しい公会計＝
当該事業に係る
人件費の算定

 公会計＝更新費用に係
るコストの算定⇒長寿命
化等、施設整備・更新費
用の平準化＝施設マネ
ジメント



町田市の財務諸表

60

出所：町田市財務部財政課
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